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港区再生可能エネルギー利用設備設置に係る建築基準法の規定に基づく許可 

に関する取扱基準 

 

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 

６港街建第３１５２号 

 

（趣旨等） 

第１条 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第５３

号。以下「建築物省エネ法」という。）第６４条の規定により読み替えられる建築

基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１４項第３

号、第５３条第５項第４号、第５５条第３項及び第５８条第２項（以下「特例対象

規定」という。）に関する許可について、審査の簡略化を図るため、取扱基準を定

め運用する。 

２ 建築物省エネ法第６０条第６項（同条第７項において準用する場合を含む。）の

規定により公表された同条第１項に規定する促進計画に定められた同条第２項第

３号に掲げる事項（以下「特例適用要件」という。）に適合し、かつ、この取扱基

準に適合するものは、許可するものとして港区建築審査会（以下「審査会」という。）

に同意を求める。 

（対象となる設備） 

第２条 この取扱基準は、次の各号のいずれかに該当する再生可能エネルギー利用設

備及びその付属設備（以下「再エネ利用設備」という。）を設置する建築物につい

て特例対象規定の許可を受ける場合に適用する。 

（１）太陽光発電設備 

（２）太陽熱利用設備 

（ソーラーカーポート等を設置する場合における共通基準） 

第３条 柱と屋根で構成された簡易な建築物若しくは架台（以下「架台等」という。）

に再エネ利用設備を搭載するもの又は架台等を再エネ利用設備として使用するも

の（以下「ソーラーカーポート等」という。）を設置する場合において、特例対象

規定の許可を受ける場合は、次の各号のいずれにも適合した構造とすること。 

（１）次のいずれかに該当するものとすること。 

  ア メンテナンス等を除いてソーラーカーポート等の下部の空間に人が立ち入

らず、かつ、ソーラーカーポート等の下部の空間を屋内的用途に供しないこと。 

  イ ソーラーカーポート等の下部の用途が自動車車庫若しくは自転車駐車場又

は通常であれば屋外的な用途であること。 

（２）ソーラーカーポート等を地上に設置する場合は、次の各号のいずれにも適合す

るものとし、高い開放性を有する構造であること。 

ア 外壁を有しない部分が連続して４ｍ以上であること。 

イ 柱の間隔が２ｍ以上であること。 

ウ 天井の高さが２．１ｍ以上であること。 

エ 地階を除く階数が１であること。 
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（容積率の緩和に係る許可基準） 

第４条 法第５２条第１４項第３号の規定に基づく許可に当たっては、次の各号のい

ずれにも適合すること。 

（１）再エネ利用設備の設置により、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時

までの間において、平均地盤面からの高さが４ｍの水平面上で敷地境界線の外側

に新たに日影となる部分を生じさせないこと。 

（２）再エネ利用設備を屋上若しくは屋根又は建築物内に設置する場合、法第５２条

第１４項第３号の規定に基づく許可（次号において「本許可」という。）により

緩和される容積率は、基準容積率（法第５２条第１項から第７項まで及び第９項

に規定する容積率をいう。）の０．２５倍を超えないこと。 

（３）再エネ利用設備を地上に設置する場合、本許可により緩和される容積率は、敷

地面積の０．１倍を超えないこと。 

（４）前２項の規定により緩和される容積率は、法第５２条及び高齢者、障害者等の

移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）その他の法令に

より不算入とされた床面積を含んで算定するものとする。 

（建蔽率の緩和に係る許可基準） 

第５条 法第５３条第５項第４号の規定に基づく許可に当たっては、次の各号のいず

れにも適合すること。 

（１）ソーラーカーポート等の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距

離は、次のいずれかに適合すること。 

  ア 小規模敷地においては５ｍ以上。ただし、ソーラーカーポート等を不燃材料

等とした場合は、この限りではない。 

  イ 大規模敷地においては５ｍ以上。 

（２）小規模敷地の場合、道路等に避難上有効に通じる幅０．５ｍ以上の通路が確保

されていること。 

（３）法第５３条第５項第４号の規定に基づく許可により緩和される建蔽率は、敷地

面積の０．１倍を超えないこと。 

２ 前項第１号及び第２号の小規模敷地及び大規模敷地とは、次の表のとおりとする。 

区分 用途地域等 敷地面積 

小規模敷地 

第一種低層住居専用地域 １，０００㎡未満 

その他の用途地域 ５００㎡未満 

用途地域の指定のない区域 ２，０００㎡未満 

大規模敷地 小規模敷地以外 

（第一種低層住居専用地域等における絶対高さの緩和に係る許可基準） 

第６条 法第５５条第３項の規定に基づく許可に当たっては、再エネ利用設備の設置

により、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの間において、平均地

盤面からの高さが１．５ｍの水平面上で敷地境界線の外側に新たに日影となる部分

を生じさせないこと。 
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（高度地区における高さ制限の緩和に係る許可基準） 

第７条 法第５８条第２項の規定に基づく許可に当たっては、次の各号のいずれにも

適合すること。なお、緩和の対象は、絶対高さ制限型のみとし、斜線制限型は緩和

の対象としないこととする。 

（１）再エネ利用設備の設置により、冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時

までの間において、平均地盤面からの高さが４ｍの水平面上で敷地境界線の外側

に新たに日影となる部分を生じさせないこと。 

（２）再エネ利用設備の高さは、東京都市計画高度地区（港区決定）計画書第５項か

ら第８項までに定める制限の範囲を超えないこと。 

（転用の防止等） 

第８条 建築主又は当該許可の対象である建築物の所有者若しくは管理者（以下、「建

築主等）という。）は、許可対象部分に、当該部分が許可の対象となっていること

及び他の用途への転用ができないことを明示し、明示状況を区長に速やかに報告す

ること。 

２ 建築主は、転用の防止等について重要事項説明書及び管理規約等に記載した上、

所有者及び管理者に対し十分に周知を図ること。 

３ 建築主等は、許可の対象である再エネ利用設備を適切に維持管理し、設備の更新

の際は、本取扱基準に適合したものとすること。 

 

 

   付 則 

 この取扱基準は、令和７年４月１日から施行する。 


